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り、また年間に新築される木造住宅は約 40 万戸ある。 




に 2000 年の基準法施行令の改正では、1995 年の兵庫県南部地震での甚大な倒壊被害を教訓
として、耐力壁の配置ルールや接合部のディテールなどが規定された。 
 上述の 1995 年の兵庫県南部地震では、構造物全般に極めて大きな被害が生じた。中でも
木造住宅の倒壊被害は甚大で、10 万棟を超える建物が全壊し、また倒壊した建物により圧
死した死者数は全死者数の 80%にも相当する約 5,000 名であった。これらの倒壊した木造住
宅の多くは 1981 年以前に建築された建物であった。 









































































表 1-1 木造住宅用のパッシブ制振構造に関する既往の研究論文 
粘性系 粘弾性系 鋼材系 摩擦系
方杖型 曽田・赤名（2004） Dinehart et al（1999）大木ら（2004） - Filiatrault（1990）




筋かい型 Symans et al（2002） Dinehart et al（1999）佐藤ら（2005） Higgins（2001） 水野・山田（2009）
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学モデルの構築方法を検討する。（第 4 章） 





 1.1 節には研究の背景、1.2 節には既往の研究の概要、1.3 節には研究の目的、1.4 節には
本論文の構成を記す。 
 







 第 3 章では、ダンパを設置した実大木造軸組に対して実施した 2 種類の動的加振実験の








































































































図 2-1 木造軸組構造へのダンパの設置 
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図 2-3 には、圧効きオイルダンパに図 2-2 に示す漸増正弦波変形を与えた場合のダンパの
荷重変形履歴の模式図を示す。変位正側はピストン中立位置からダンパを圧縮する向きの
変位で、荷重正側はダンパを圧縮する向きの力である。図 2-2 中の A～M は、それぞれ図






2-5 はダンパと金具を接合するダンパーピン、図 2-6 はダンパーピンの抜け出しを防ぐため
のスナップピンの詳細である。軸組材への取り付け金具の接合には、図 2-7 に示す外径
5.1mm、首下 45mm のビス 6 本を使用する。ダンパ 1 本の力学特性は非対称であるが、図
























図 2-3 荷重変形履歴の模式図 






































































図 2-4 取り付け金具の詳細図（単位：mm） 
図 2-5 ダンパ―ピンの詳細図（単位：mm） 
図 2-6 スナップピンの詳細図 
（単位：mm） 
図 2-7 ビスの詳細図 
（単位：mm） 
















図 2-8 各種木造軸組へのダンパ設置の基本形 















 本研究では、性能の異なる 2 種類の圧効きオイルダンパを設計製作し、以降の検討で用
いた。以降、2 種類のダンパをそれぞれ Type_A、Type_B と称する。両ダンパとも小型化を
目的として片ロッド式とし、両端部には図 2-4 に示した金具に取り付けるためのピンを通す
φ8.5mm の穴を開けている。 
図 2-9 には、Type_A の外観図を示す。ピストン中立位置でのピン穴間の距離は 305mm、
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 図 2-11 には、Type_B の外観図を示す。Type_B は、ピストン中立位置でのピン穴間の距



































図 2-11 Type_B の外観図 
図 2-12 Type_B の内部詳細図 





















蔵されている 30kN の荷重計を用いた。 
 図 2-14 には、アクチュエータによりダンパに与えた変形の時刻歴波形を示す。載荷振動












































図 2-14 ダンパに与えた変形の時刻歴波形 





 実験により得た 4 基の Type_A の荷重変形履歴を図 2-15 に示す。ピストン変位は、ピス
トン中立位置を原点とし、ダンパを圧縮する方向を正とした。抵抗力はダンパを圧縮する
力を正としている。図より、設計目標通り圧縮時に高い抵抗力を発揮すること、最大抵抗





















































































図 2-15 Type_A の荷重変形履歴 
1 基目 2 基目 
3 基目 4 基目 
1563 kN・mm 1618 kN・mm 
1455 kN・mm 1463kN・mm 
   dttytFlt D 0 式（2-1） 
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 図 2-16 には、Type_B の 4 基について荷重変形履歴を示す。軸の極性は図 2-15 と同じで
ある。すべてのダンパにおいて荷重変形履歴の形状は安定している。また、ダンパのピス


















































































図 2-16 Type_B の荷重変形履歴 
1 基目 2 基目 
3 基目 4 基目 
2006 kN・mm 1990 kN・mm 
2026 kN・mm 1996 kN・mm 
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図 2-17 には、Type_A と Type_B のピストン速度と抵抗力の関係を重ねて示す。速度が正
となる圧縮側では、50mm/s 以下の速度では Type_B の抵抗力は Type_A の抵抗力の 2 倍程度
であるが、100mm/s を超える速度ではリリーフ機構が作動することで、両ダンパの抵抗力は
15kN 程度に漸近する。速度が負となる引張側では、Type_A は 20mm/s 程度の低速度からリ















































































































































鋼棒を圧縮する時には 0.5kN/sec、鋼棒を引っ張る時には 0.1kN/sec とする。圧縮側では、最
初のサイクルで与える最大荷重は 2kN とし、2 サイクル目以降は 1 サイクルごとに 2kN 漸
増させ、最大荷重が 24kN となるまで載荷を行う。引張側では、最初のサイクルで与える最
















刻歴波形を示す。波形は、2.3.2 項のダンパの動的載荷実験で使用した図 2-14 の波形と等し


















































 図 2-21 には、それぞれの実験での計測器の設置位置を示す。計測項目は、アクチュエー
タの変位と荷重、取り付け金具の部材軸方向の変位と部材軸と直交方向の変位、木材の部


























番号 計測項目 使用計測器名 
① 載荷荷重 内蔵30kN荷重計 
② アクチュエータ変位 CDP-50（東京測器研究所） 
③ 取り付け金具の部材軸と直交方向の変位 CDP-50（東京測器研究所） 
④ 取り付け金具の部材軸方向の変位 CDP-50（東京測器研究所） 
⑤ 木材の部材軸と直交方向の変位 CDP-10（東京測器研究所） 
⑥ 木材の部材軸方向の変位 CDP-10（東京測器研究所） 
図 2-21 計測器の設置位置 
（a）鋼棒による直接載荷実験 
（b）ダンパによる載荷実験 
表 2-1 使用した計測器の一覧 







































図 2-22 鋼棒による直接載荷実験で得た荷重変形履歴 
式（2-2）    253264 DDDDD 
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 図 2-23 には、ダンパによる載荷実験において、ダンパとして Type_A を用いた場合の接
合部の荷重変形履歴を示す。また、図 2-24 は、Type_B を用いた場合の結果を示す。横軸は、
図 2-22 と同様に式（2-2）により計算した値である。ダンパによる動的荷重に対しても、接































図 2-23 Type_A による載荷実験で得た荷重変形履歴 











































































































 2.3 節に記した 2 種類の圧効きオイルダンパの正弦波による動的載荷実験では、Type_A と
Type_B の両ダンパとも、圧縮時に高い抵抗力を発揮し一定荷重でリリーフ機構が作動する
ことを確認し、設計目標通りの性能を有することを示した。また、4 基のダンパの履歴吸収




パの最大抵抗力の 15kN の載荷に対しては接合部の変位は 0.7mm 程度であること、またダ
































 本章では、実大の平面木造軸組と立体木造軸組に対して実施した 2 種類の動的加振実験
27）の結果について述べる。何れの動的加振実験も、2.3 節で示した Type_A のダンパを設置
する場合と設置しない場合について行ない、ダンパが木造軸組の応答特性に与える影響に
ついて検討することを目的とする。 



























を使用した。接合部の詳細を図 3-1（b）に示す。構造用合板は N50 釘@150mm により軸組
部材に接合した。ダンパを設置した試験体では、梁と柱の仕口、窓台と柱の仕口、土台と







評価し、試験体の壁量が耐震等級 1 の建物の中で地震時に負担する質量として 0.86t とした。














(a) 架構全体 (b) 接合部の詳細 


















































































図 3-2 加振システム 




















 初めに試験体の初期固有振動数を評価するために、バンド幅 0.1～10Hz で最大振幅 3mm
の定常ホワイトノイズによる加振を行い、以降は正弦波入力による加振を行う。使用した


























加振回数 振動数[Hz] 振幅[mm] 振動数[Hz] 振幅[mm]
1回目 2.63 16.9 2.3 19.4
2回目 1.82 24.5 1.63 27.4
3回目 1.42 31.4 1.48 30.2
4回目 0.89 50.1 1.45 30.7
ダンパなし ダンパ設置















図 3-3 定常ホワイトノイズの時刻歴波形 






























































































CH 計測項目 記号 計測器 CH 計測項目 記号 計測器 
1 加振梁変位 disp_1 内蔵変位計 22 ダンパ変位 disp_18 DLT-20AS(共和電業) 
2 載荷荷重 load_1 内蔵荷重計 23 ダンパ変位 disp_19 CDP-50(東京測器研究所)
3 加振梁変位 disp_2 SDP-200(東京測器研究所) 24 ダンパ温度 tmp_1 TFL-8(東京測器研究所) 
4 錘変位 disp_3 DLT-300AS(共和電業) 25 柱ひずみ str_1 PL-60(東京測器研究所) 
5 上梁変位 disp_4 DLT-300AS(共和電業) 26 柱ひずみ str_2 PL-60(東京測器研究所) 
6 柱脚浮き disp_5 CDP-100(東京測器研究所) 27 まぐさひずみ str_3 PL-60(東京測器研究所) 
7 錘加速度 acc_1 ARF-20A(東京測器研究所) 28 ダンパひずみ str_4 FLA-5-11(東京測器研究所)
8 上梁加速度 acc_2 ARF-20A(東京測器研究所) 29 str_5 FLA-5-11(東京測器研究所)
9 土台加速度 acc_3 ARF-20A(東京測器研究所) 30 ダンパひずみ str_6 FLA-5-11(東京測器研究所)
10 仕口回転 disp_6 CDP-50(東京測器研究所) 31 str_7 FLA-5-11(東京測器研究所)
11 disp_7 CDP-50(東京測器研究所) 32 ダンパひずみ str_8 FLA-5-11(東京測器研究所)
12 仕口回転 disp_8 CDP-50(東京測器研究所) 33 str_9 FLA-5-11(東京測器研究所)
13 disp_9 CDP-50(東京測器研究所) 34 ダンパひずみ str_10 FLA-5-11(東京測器研究所)
14 まぐさ回転 disp_10 CDP-50(東京測器研究所) 35 str_11 FLA-5-11(東京測器研究所)
15 disp_11 CDP-50(東京測器研究所) 36 ダンパひずみ str_12 FLA-5-11(東京測器研究所)
16 窓台回転 disp_12 CDP-50(東京測器研究所) 37 str_13 FLA-5-11(東京測器研究所)
17 disp_13 CDP-50(東京測器研究所) 38 ダンパひずみ str_14 FLA-5-11(東京測器研究所)
18 ダンパ変位 disp_14 DLT-20AS(共和電業) 39 str_15 FLA-5-11(東京測器研究所)
19 ダンパ変位 disp_15 DLT-20AS(共和電業) 40 開口部変位 disp_20 DP1000C(東京測器研究所)
20 ダンパ変位 disp_16 DLT-20AS(共和電業) 41 開口部変位 disp_21 DP1000C(東京測器研究所)
21 ダンパ変位 disp_17 DLT-20AS(共和電業)   
表 3-2 使用した計測器の一覧 





















比の平均値は 0.075 であり概ねその値に対応している。 
図 3-8 には、ダンパを設置した試験体への 4 回の加振における、軸組全体への入力エネル













    dttytymL atE   0 0
   dttytFD Dt DE a  0
式（3-1） 
式（3-2） 
















































































































































































































ダンパ設置 1 回目 
ダンパ設置 2 回目 
ダンパ設置 3 回目 





ダンパ無し 1 回目 
ダンパ無し 2 回目 
ダンパ無し 3 回目 
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 図 3-9 には、ダンパを設置した試験体への各加振中に計測した軸組部材の各部の最大ひず
みより換算した最大曲げ応力度を示す。曲げ応力度は、ひずみゲージにより計測したひず
みに材料のヤング係数を乗じることで算出した。材料のヤング係数には、木質構造設計基
準・同解説 29）に示される値としてスギで 7kN/mm2、ベイマツで 10kN/mm2を用いた。曲げ
応力度の最大値は、何れの軸組材においても 2 回目の加振で計測されており、スギ材の最
大曲げ応力度は 5.7N/mm2、ベイマツ材の最大曲げ応力度は 1.2N/mm2 であった。図 3-10 に
は、最大曲げ応力度を短期許容曲げ応力度で除した値を示す。使用したスギ材の短期許容


















































































試験体の外観を図 3-11 に示す。試験体は、加振方向の幅を 2745mm、加振方向と直交方
向の幅を 1830mm とした。加振方向の構面中央には、断面が 105×105mm の横架材を柱間
に設け、9×910×2730mm の構造用合板を N50 釘@150mm により打ち付けた。柱と土台・梁・
横架材との接合部仕様は図 3-1（b）に示した仕様と同じである。加振方向と直交する構面
には、45×90mm の筋かいをたすき掛けで設置した。オイルダンパを設置する場合は、加振
方向の中央構面の柱と横架材の仕口に合計 12 組 24 基のダンパを設置した。使用したダン
パは 2.3 節で示した Type_A である。試験体の最上面には厚さ 24mm の床合板を張り、鋼製

























図 3-11 試験体外観図（左）とダンパ設置位置（右） （単位:mm） 



































 加振には、旭化成ホームズ株式会社 住宅総合技術研究所の所有する 1 方向への加振が可






































写真 3-2 振動台の全景 
表 3-3 振動台の限界性能 



































































図 3-12 神戸海洋気象台観測波の南北成分原波の加速度波形 
図 3-13 定常ホワイトノイズの加速度波形 

















































計、ひずみゲージの設置位置を示す。表 3-5 には、使用した計測器の一覧を示す。図 3-14
中に示す disp_1、acc_1、str_1 等の記号は、表 3-5 に示す記号と対応している。層間変位を

































図 3-14 計測器の配置図 














































































CH 計測項目 記号 計測器 CH 計測項目 記号 計測器 
1 振動台変位 disp_1 内蔵変位計 24 柱ひずみ str_3 PL-60(東京測器研究所)
2 土台滑り disp_2 CDP-10(東京測器研究所) 25 中間材ひずみ str_4 PL-60(東京測器研究所)
3 土台滑り disp_3 CDP-10(東京測器研究所) 26 中間材ひずみ str_5 PL-60(東京測器研究所)
4 層間変位 disp_4 SDP-200D(東京測器研究所) 27 ダンパ変位 disp_14 DLT-20AS(共和電業) 
5 層間変位 disp_5 SDP-200D(東京測器研究所) 28 ダンパ変位 disp_15 DLT-20AS(共和電業) 
6 振動台加速度 acc_1 内蔵加速度計 29 ダンパ変位 disp_16 DLT-20AS(共和電業) 
7 土台加速度 acc_2 ARF-10A(東京測器研究所) 30 ダンパ変位 disp_17 DLT-20AS(共和電業) 
8 上部加速度 acc_3 ARF-20A(東京測器研究所) 31 ダンパ変位 disp_18 DLT-20AS(共和電業) 
9 上部加速度 acc_4 ARF-20A(東京測器研究所) 32 ダンパ変位 disp_19 CDP-50(東京測器研究所)
10 上部加速度 acc_5 ARF-20A(東京測器研究所) 33 ダンパひずみ str_6 FLA-5(東京測器研究所)
11 上部加速度 acc_6 ARF-20A(東京測器研究所) 34 str_7 FLA-5(東京測器研究所)
12 上部加速度 acc_7 ARF-20A(東京測器研究所) 35 ダンパひずみ str_8 FLA-5(東京測器研究所)
13 上部加速度 acc_8 ARF-20A(東京測器研究所) 36 str_9 FLA-5(東京測器研究所)
14 柱頭回転 disp_6 CDP-50(東京測器研究所) 37 ダンパひずみ str_10 FLA-5(東京測器研究所)
15 disp_7 CDP-50(東京測器研究所) 38 str_11 FLA-5(東京測器研究所)
16 柱脚回転 disp_8 CDP-50(東京測器研究所) 39 ダンパひずみ str_12 FLA-5(東京測器研究所)
17 disp_9 CDP-50(東京測器研究所) 40 str_13 FLA-5(東京測器研究所)
18 中間材回転 disp_10 CDP-50(東京測器研究所) 41 ダンパひずみ str_14 FLA-5(東京測器研究所)
19 disp_11 CDP-50(東京測器研究所) 42 str_15 FLA-5(東京測器研究所)
20 中間材回転 disp_12 CDP-50(東京測器研究所) 43 ダンパひずみ str_16 FLA-5(東京測器研究所)
21 disp_13 CDP-50(東京測器研究所) 44 str_17 FLA-5(東京測器研究所)
22 柱ひずみ str_1 PL-60(東京測器研究所) 45 ダンパ温度 tmp TFL-8(東京測器研究所）
23 柱ひずみ str_2 PL-60(東京測器研究所) 
表 3-5 使用する計測器の一覧 







 図 3-16 には、ダンパを設置した試験体とダンパを設置しない試験体について、神戸海洋
気象台波 10%規準化波の加振の前に実施した定常ホワイトノイズ加振で得た伝達関数を示
す。固有振動数は、ダンパを設置しない試験体で 3.25Hz、ダンパを設置した試験体で 3.44Hz









































































図 3-16 試験体の伝達関数 

















り略算したダンパによる頂部水平抵抗力である。ここで、FDはダンパの抵抗力、h と l は図



















































































































































図 3-19 荷重変形履歴（左：架構全体、右：ダンパ） 
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 図 3-20 には、式（3-1）、（3-2）により算出した架構全体への入力エネルギーとダンパの
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図 3-21 は、60%規準化波 1 回目の加振における層間変位に対するダンパのピストン変位
















 図 3-22 には、加振中に計測した軸組部材の最大ひずみより換算した各部の曲げ応力度を
示す。何れの軸組材も、2 回目の 60%規準化波の加振において最大応力度が発生している。
スギ材に生じた最大曲げ応力度は 2.6 N/mm2、ベイマツ材に生じた最大曲げ応力度は 5.3 
















図 3-21 層間変位に対するダンパのピストン変位の比 






























































































































































































































































































































図 3-26 固有振動数の推移 図 3-27 減衰定数の推移 













































































































































図 4-1 載荷装置全体 









±1mm ±3mm ±5mm ±10mm ±15mm ±20mm ±25mm
0.5Hz ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1.0Hz ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2.0Hz ○ ○ ○ ○ - - -
3.0Hz ○ ○ ○ - - - -
振動数 変位
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図 4-2 ダンパ単体の荷重変形履歴 
















































 ダンパの抵抗力とピストン速度の関係は非線形となるので、図 4-4 に示す非線形 Maxwell
モデルをダンパ単体の力学モデルとして用いる。kD は封入されているオイルの圧縮剛性を
表すバネで kD =15.29kN/mm とした。非線形ダッシュポットの速度と荷重の関係は式（4-1）
とした。vd はダッシュポット部分の速度を表す。なお式（4-1）の各係数は、本ダンパの場
合 kDの値が大きいためダッシュポッド部分の速度 vdをダンパのピストン速度で近似できる

















を図 4-5 に示す。非線形 Maxwell モデルの微分方程式の数値計算法には、石田らが提案して
いる方法 33）を用いた。解析結果を実線、実験結果を破線で示しているが、両者が概ね一致
することを確認出来る。また、定量的な評価として履歴吸収エネルギーの実験値に対する
解析値の比を図 4-6 に示すが、何れの場合も 1.0 付近の値であり力学モデルの妥当性を確認
できる。 
 
図 4-4 非線形 Maxwell モデル
kD 非線形ダッシュポット 
ddd vvF 1182.00108.0
2   21.290  dv
018.120223.0  dd vF  21.29dv
・・・式(4-1) 
0dF  0dv



































































図 4-5 解析と実験の履歴の比較 
解析 
実験 




































































図 4-5 解析と実験の履歴の比較（続き） 









































図 4-6 解析と実験の履歴吸収エネルギーの比較 












図 4-8 である。図 4-8 において A は柱の回転支点、B,C はダンパ端部のピン接合部の中心点















図 4-9 に示すように、仕口に回転変形 θ が生じたときのダンパのピストン変位を δとする
と、θ が十分に小さい場合には δ は幾何学的な関係より式（4-2）で近似できる。なお、建
物の変形としては極めて大きい θ=1/10 においても sinθ≒θ は成り立つため、式（4-2）は十
分に良い近似となる。 

















































BB cc  sinsinsin  ・・・式(4-2) 




































が 105×105mm であれば、図 4-7 において点 A が回転支点のとき b=c=264mm で δ／
θ=198mm/rad、点 A’が支点のとき b=369mm 、c=290mm で δ／θ=272mm/rad となる。しかし
実際には、横架材への柱材のめり込みの影響により、回転支点は柱の部材軸線側に寄ると
考えられる。よってここでは、図 4-7 の点 A と点 A’が回転支点となる場合と、回転支点が
常に柱の部材軸線上の点 A’’となる場合についてダンパの挙動をシミュレーションにより検
討し、結果的にどちらの場合を仮定してもダンパの発揮する抵抗力および吸収エネルギー
に差がないことを示す。なお、点 A’’を支点とした場合、b=316mm、c=272mm で δ／
θ=234mm/rad となる。シミュレーションは、振動数が 1.0, 2.0, 3.0Hz で回転角が 1/120, 1/60, 
1/30, 1/15rad となる正弦波変形を仕口に与えたときのダンパのピストン変位を、4.2 節で作
成したダンパの力学モデルに入力することで行った。 
 点 A および点 A’を回転支点とするモデルを詳細モデル、常に点 A’’を回転支点とするモデ
ルを簡易モデルとして、各入力で得たダンパの最大抵抗力の詳細モデルに対する簡易モデ























































































図 4-10 最大抵抗力の簡易モデルと詳細モデルの比 
図 4-11 履歴吸収エネルギーの簡易モデルと詳細モデルの比 







 本節では、4.2 節で作成したダンパの力学モデルと、4.3 節で示した仕口の回転角とダン
パのピストン変位の関係の簡易モデルを用いて、ダンパを設置した木造軸組の力学モデル
を構築する。モデル化の対象とする軸組の仕様を図 4-12 に示す。柱と土台、梁から成る 1
層 1 間幅の門型軸組の 4 箇所の仕口にダンパを設置しており、軸組の層間変形に対して圧
縮されるダンパと引っ張られるダンパが共に 2 基となるように配置している。図 4-12（b）
は仕口の仕様詳細である。柱と横架材の接合部には、ダンパの抵抗力によるほぞの引き抜
































































 試験体を設置した載荷装置全体を図 4-13 に示す。試験体の土台はアクチュエータに接合
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 試験体への面内水平載荷は、図 4-14 のような漸増・漸減域を含む正弦波変位をアクチュ
エータにより強制的に与えることで行った。繰り返し回数は、漸増域、定常域、漸減域で
すべて 3 サイクルずつとした。入力する正弦波変位の振動数と振幅の組み合わせは表 4-2 に
示す通りとし、小変形、低振動数から順に載荷した。またランダム振動に対する挙動も確





































定常域（3 サイクル） 漸減域 
（3 サイクル） 
図 4-14 正弦波変形の時刻歴 
















図 4-15 ランダム波形 
±1/120rad ±1/60rad ±1/30rad ±1/15rad
0.5Hz ○ ○ ○ ○
1.0Hz ○ ○ ○ -
2.0Hz ○ ○ - -
3.0Hz ○ - - -
振動数 層間変形角
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実験は、図 4-12 の軸組に対する載荷に加え、柱と横架材の接合部に設置した 10kN 用接合
金物が仕口の回転変形を拘束する影響について検討する目的で、ダンパを設置しない試験
体についても同様の載荷を実施した。計測器の設置位置を図 4-16 と図 4-17 に、使用した計
測器の一覧を表 4-3 に示す。図 4-15 と図 4-16 に記入している記号は、表 4-3 に示す記号と
対応している。 






































図 4-16 計測器の設置位置 




































CH 計測項目 記号 計測器 CH 計測項目 記号 計測器 
1 載荷梁変位 disp_1 SDP-200(東京測器研究所) 18 ダンパ変位 disp_16 DLT-20AS(共和電業) 
2 載荷荷重 load_1 TCLM-50KNB(東京測器研究所) 19 ダンパ変位 disp_17 DLT-20AS(共和電業) 
3 軸力荷重 load_2 CLC-20A(東京測器研究所) 20 ダンパ変位 disp_18 DLT-20AS(共和電業) 
4 上梁変位 disp_2 CDP-100(東京測器研究所) 21 木ひずみ str_1 PL-60（東京測器研究所） 
5 仕口回転 disp_3 CDP-50(東京測器研究所) 22 木ひずみ str_2 PL-60（東京測器研究所） 
6 disp_4 CDP-50(東京測器研究所) 23 木ひずみ str_3 PL-60（東京測器研究所） 
7 仕口回転 disp_5 CDP-50(東京測器研究所) 24 木ひずみ str_4 PL-60（東京測器研究所） 
8 disp_6 CDP-50(東京測器研究所) 25 上梁ひずみ str_5 PL-60（東京測器研究所） 
9 仕口回転 disp_7 CDP-50(東京測器研究所) 26 ダンパひずみ str_6 FLA-5-11（東京測器研究所）
10 disp_8 CDP-50(東京測器研究所) 27 str_7 FLA-5-11（東京測器研究所）
11 仕口回転 disp_9 CDP-50(東京測器研究所) 28 ダンパひずみ str_8 FLA-5-11（東京測器研究所）
12 disp_10 CDP-50(東京測器研究所) 29 str_9 FLA-5-11（東京測器研究所）
13 架構回転 disp_11 DP-500(東京測器研究所) 30 ダンパひずみ str_10 FLA-5-11（東京測器研究所）
14 架構回転 disp_12 DP-500(東京測器研究所) 31 str_11 FLA-5-11（東京測器研究所）
15 柱間変位 disp_13 DP-500(東京測器研究所) 32 ダンパひずみ str_12 FLA-5-11（東京測器研究所）
16 土台滑り disp_14 CDP-10(東京測器研究所) 33 str_13 FLA-5-11（東京測器研究所）
17 ダンパ変位 disp_15 DLT-20AS(共和電業) 34 ダンパ温度 tmp TFL-8（東京測器研究所） 
 
表 4-3 使用した計測器の一覧 







 ダンパを設置しない試験体につき、図 4-12 中の破線円で示した仕口 A と仕口 B について
層間変形角と仕口回転角の関係の実験結果を表したのが図 4-18 である。なお、変形角の極





























図 4-18 層間変形角と仕口回転角の関係（ダンパなし） 
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力はゼロである（①点）。一方、dmax においては、図 4-26 に示すように柱の曲げ変形の影響
により層間速度とダンパの抵抗力との間に位相差が生じているため、抵抗力はゼロとはな











































図 4-25 圧効きダンパと両効きダンパの履歴形状の違い 
（a）圧効きダンパ （b）両効きダンパ 




















































 図 4-25（a）に示したような履歴特性のずれを正確に模擬するためには、仕口 A に設置さ
れたダンパと仕口 B に設置されたダンパを別の要素として力学モデルに組み込めばよい。
図 4-27 は、圧効きオイルダンパを設置した軸組のせん断系の力学モデルを示す。ダンパは、
















 図 4-28（a）には、図 4-4 の力学モデル内の非線形ダッシュポット単体の速度荷重関係を、
（b）には図 4-27 の軸組全体を表すせん断系モデルに含まれる非線形ダッシュポットの速度
荷重関係を示す。ここで、（a）と（b）に示す速度荷重関係式の各係数の関係を求めるため
に、図 4-29 に示す 2 つの架構について考える。架構 1 は図 4-28 の（a）の非線形ダッシュ


































vcvcF BAd  2
qvcF Cd 
q 













架構 1 と架構 2 について、両架構の頂部水平抵抗力 F は等しくならなければならないの








 また、ダンパオイルの圧縮剛性を表す kDと KDについては、図 429 中のダッシュポットを
















図 4-29 非線形ダッシュポットを含む架構 
架構 1 架構 2 
  VCVC
h













































































AA cC   2
BB cC  
CC cC  
qQ  

























式（4-19） 式（4-20） , 
式（4-13）



























図 4-27 中の KFは、ダンパを設置しない試験体の荷重変形履歴より拡張 NCL モデル 34）
を用いてモデル化出来る。図 4-31 には、実験結果と力学モデルの荷重変形履歴の比較を示
すが、両者がよく一致することを確認できる。なお、拡張 NCL モデルのモデル化精度につ












































図 4-31 KFの荷重変形履歴の比較 
（a）実験 （b）力学モデル 
図 4-30 KB算出用の解析モデル 




































































































図 4-32 荷重変形履歴の解析と実験の比較（1/120rad） 




































































































































図 4-34 荷重変形履歴の解析と実験の比較（1/30rad） 
図 4-33 荷重変形履歴の解析と実験の比較（1/60rad） 

































 次に、図 4-27 のように正の層間速度に対して抵抗力を発揮するダンパと負の層間速度に
対して抵抗力を発揮するダンパを個別の要素としてモデル化することの必要性を検討する




























































図 4-35 荷重変形履歴の解析と実験の比較（1/15rad_0.5Hz） 
























 図 4-39 には、図 4-36 と同様に、正弦波載荷での履歴吸収エネルギーの実験値に対する解
析値の比を示す。図 4-40 は横軸を履歴吸収エネルギーの実験値、縦軸を解析値として示し
ている。図 4-39 より、振動数 0.5Hz の載荷に対する両効きモデルの精度は図 4-27 の力学モ
デルと同等であるが、載荷振動数が増加するに従い両効きモデルの精度が低下し、ダンパ
による吸収エネルギーを過小評価していることを確認できる。これは、振動数が増加する















速度 V VCVCF BA  2
QVCF c 




























































図 4-39 履歴吸収エネルギーの実験値に対する解析値の比 





























































0.5Hz の結果 1.0Hz の結果 
2.0Hz の結果 3.0Hz の結果 







 本節では、第 3 章の振動台加振実験で使用した試験体に対して、本章で提案するモデル
化手法を用いて力学モデルを作成し、その時刻歴応答解析を行うことで提案するモデル化
手法の妥当性を検証する。図 3-11 に示した試験体を、せん断 1 質点系と考えて解析モデル
を作成する。復元力特性は、別途実施した半間の合板壁に対する載荷実験の結果を用いて、
拡張 NCL モデルによりモデル化した 33)。各層間変形角における拡張 NCL モデルのパラメ
ータの値を表 4-4 に示す。 
 
 
層間変形角[rad] A B n1 n2 抵抗力[kN] 
1/450 0.14 0.5 1 2 6.2 
1/180 0.15 0.6 1.2 6 9.2 
1/90 0.16 0.71 1.6 6.6 12.2 
1/45 0.17 0.73 2.3 7.3 15.6 
1/30 0.17 0.75 3 8 15.8 
1/22.5 0.17 0.77 3.7 8.7 12.4 
 
構造本体の減衰マトリックスは、層間変形角 1/120rad での等価剛性に対して粘性減衰定
数が 3%となるように作成した。数値積分は Newmark の β法（β=0.25）により行い、解析の
刻み時間は 0.0005s とした。振動台加振実験で使用した Type_A のダンパは、対称に設置し
た 2 基を 1 組として図 4-41 に示すように 3 段階の減衰係数を有する非線形ダッシュポット
としてモデル化した。図中に示す数値は、各速度領域での減衰係数 c1、c2、c3（単位：kN・












 図 4-41 オイルダンパ１組の荷重速度関係 



















q1 = 5.04 kN
q2 = 9.68 kN



























 図 4-43 には、試験体全体の力学モデルの構成を示す。M は耐震要素の負担する総質量、










































図 4-42 荷重変形履歴の比較 
実験結果 
力学モデル 


















第1減衰係数 C1 11.16 kN・s/m 
第2減衰係数 C2 9.22 kN・s/m 
第3減衰係数 C3 3.11kN・s/m 
第1降伏荷重 Q1 4.10 kN 
第2降伏荷重 Q2 7.67 kN 


















図 4-43 架構全体の力学モデル 図 4-44 KB算出用の解析モデル 
表 4-5 せん断モデルのパラメータ 
F 
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 第 2 章では、初めに、木質構造に適するようにスマート化を図ったパッシブダンパとし
て圧効きオイルダンパを設計製作し、正弦波による動的加振実験を行った。ダンパは、小
型で建物への取り付け箇所の自由度が高い Type_A と、Type_A と比較してややサイズが大



































































 附図 1-1 に示すように、ダンパのシリンダの 2 箇所にひずみゲージを貼付した状態でダン
パの動的載荷実験を実施し、シリンダのひずみとダンパの抵抗力の関係を定量化した。附
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